
富労発基 0520 第１号 

労 政 第 7 6 号 

令 和 ６ 年 ５ 月 20 日 

 

一般社団法人 富山県経営者協会 

会長 山下 清胤 殿 

 

 

富 山 労 働 局 長 

 

 

 

富  山  県  知  事 

 

 

賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 29 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取組や、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘下企

業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申し上

げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 



富労発基 0520 第１号 

労 政 第 7 6 号 

令 和 ６ 年 ５ 月 20 日 

 

富山県中小企業団体中央会 

会長 高田 順一 殿 

 

 

富 山 労 働 局 長 

 

 

 

富  山  県  知  事 

 

 

賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 29 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取組や、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘下企

業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申し上

げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 



富労発基 0520 第１号 

労 政 第 7 6 号 

令 和 ６ 年 ５ 月 20 日 

 

富山県商工会議所連合会 

会長 庵 栄伸 殿 

 

 

富 山 労 働 局 長 

 

 

 

富  山  県  知  事 

 

 

賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 29 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取組や、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘下企

業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申し上

げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 



富労発基 0520 第１号 

労 政 第 7 6 号 

令 和 ６ 年 ５ 月 20 日 

 

一般社団法人 富山県経営者協会 

会長 山下 清胤 殿 

 

 

富 山 労 働 局 長 

 

 

 

富  山  県  知  事 

 

 

賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 29 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取組や、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘下企

業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申し上

げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 



富労発基 0520 第１号 

労 政 第 7 6 号 

令 和 ６ 年 ５ 月 20 日 

 

富山県商工会連合会 

会長 宮本 光明 殿 

 

 

富 山 労 働 局 長 

 

 

 

富  山  県  知  事 

 

 

賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 29 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取組や、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘下企

業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申し上

げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 



富労発基 0520 第１号 

労 政 第 7 6 号 

令和６年５月 20 日  

 

一般社団法人 富山県トラック協会 

会長 髙田 和夫 殿 

 

 

富 山 労 働 局 長  

 

 

 

富  山  県  知  事 

 

 

賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 29 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取組や、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘下企

業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申し上

げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 



富労発基 0520 第１号 

労 政 第 7 6 号 

令 和 ６ 年 ５ 月 20 日 

 

一般社団法人 富山県建設業協会 

会長 竹内 茂 殿 

 

 

富 山 労 働 局 長 

 

 

 

富  山  県  知  事 

 

 

賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 29 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取組や、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘下企

業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申し上

げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 



富労発基 0520 第２号 

労 政 第 7 6 号 

令和６年５月 20 日 

 

富山県建設産業団体連合会 
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賃金引き上げに向けた支援策に係る周知について（お願い） 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 また、平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、厚生労働省では、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月

２日閣議決定）において、「足元の賃上げの動きを持続的なものとするため、中堅・

中小企業に対し、価格転嫁、人手不足対応、生産性向上への支援を含め、賃上げ継

続に向けた支援を行う。」こととされたことを踏まえ、特に中小企業・小規模事業者

の生産性向上に向け、様々な支援策を提供しています。 

支援策の一つである業務改善助成金では、事業場内で最も低い賃金を引き上げ、

かつ、設備投資などを行った場合にその費用の一部の助成を行っています。 

また、富山県においても、業務改善助成金の上乗せ補助として「富山県賃上げサ

ポート補助金」制度を設けています。 

さらに、厚生労働省が開設した「賃金引上げ特設ページ」は、賃金引上げに向け

た取組事例や、地域・業種・職種ごとの平均的な賃金額の検索機能、政府の支援策

を横断的に集約するなど、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる情報を掲載

しています。 

加えて、持続的な構造的賃上げを実現するためには、特に我が国の雇用の７割を

占める中小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが重要であるこ

とから、令和５年 11 月 28 日に内閣官房・公正取引委員会より「労務費の適切な転

嫁のための価格交渉に関する指針」が策定され、発注者・受注者の双方の立場から

の行動指針が示されています。 

つきましては、貴殿におかれましても、行政による賃金引上げに向けた環境整備

の取り組みや、社会的にも賃金引上げが求められていることをご理解いただき、傘

下企業に対し、以上の支援策等について周知にご配慮賜りたく、よろしくお願い申

し上げます。 

なお、別添のパンフレット等は、厚生労働省や富山県のウェブサイト、賃金引上

げ特設ページ等にも掲示しておりますので、ご活用ください。 

 


